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私立学校運営費補助金（光熱費価格高騰分）
教育庁総務課

１ 目的
電力等の価格高騰の影響を受けている学校法人の負担軽減を図るため、光熱費の高騰分に対し助成する。

２ 概要
(１) 補 助 先 高等学校を設置する学校法人（５法人）
(２) 対象経費 光熱費（電気、ガス、灯油等）にかかる経費
(３) 対象期間 令和７年１月から同年１２月まで
(４) 補 助 率 １０／１０

３ 補正予算額
５，２３７千円（ ５，２３７千円）
内訳 ・補助金 ５，２３７千円 ：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

《参考》予算の積算方法
各学校法人における令和７年の光熱費（見込額）のうち、令和６年と比較してかかり増しとなった経費に

ついて、消費者物価指数を基に電気、ガス、灯油等費目別に積算している。
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保育所等物価高騰対策事業
幼保推進課

１ 目的
食材料費の価格高騰の影響を受けている私立の幼稚園・保育所等の負担軽減を図るため、給食費（副食費）

の高騰分に対し助成する。

２ 概要
(１) 補 助 先 市町村
(２) 対象施設 幼稚園、保育所、認定こども園、認可外保育施設等（２０３施設、児童数１０，５００人）
(３) 補助単価 児童１人当たり８，７００円（年額）
(４) 対象期間 令和７年４月から令和８年３月まで
(５) 補 助 率 １／２（県１０／１０）

３ 補正予算額
４５，６７５千円（ ４５，６７５千円） ：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
内訳 ・補助金 ４５，６７５千円

《参考》補助単価の算出方法
(副食費相当額[4,500円/月]×価格上昇率[25％]－公定価格改定の増額分[400円/月])×12月＝8,700円
※副食費相当額は令和３年度基準
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県立学校給食費支援事業
高 校 教 育 課
特別支援教育課

１ 目的
、 。物価高騰下における保護者の経済的な負担を軽減するため 県立学校の給食費の値上がり分に対し助成する

２ 概要
(１) 補 助 先 給食会計総括責任者（校長）

（給食費値上げ実施校：県立中学校３校、特別支援学校５校 計８校）
(２) 対象経費 食材購入費の増額分
(３) 対象期間 令和７年１０月から令和８年３月まで
(４) 補 助 率 １０／１０

３ 補正予算額
１，５５３千円（ １，５５３千円） ：物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
内訳 ・補助金 １，５５３千円

高校教育課分 ９９７千円
特別支援教育課分 ５５６千円

《参考》予算の積算方法
対象期間における対象児童生徒数×給食費値上相当額×総食数
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